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   東京都台東区立台東デザイナーズビレッジ条例施行規則 

 

（趣 旨) 

第 1 条 この規則は、東京都台東区立台東デザイナーズビレッジ

条例（令和８年１０月台東区条例第４８号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定 義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例で使用す

る用語の例による。 

（指定管理者の指定手続） 

第３条 条例第６条第１項の規定により指定管理者の指定を受け

ようとするものは、台東区立台東デザイナーズビレッジ指定管

理者指定申請書（第１号様式）により東京都台東区長（以下「区

長」という。）に申請しなければならない。 

２ 条例第６条第１項に規定する規則で定める書類は、次に掲げ

るものとする。 

(１) 定款、寄附行為又はこれに準ずるもの 

(２) 役員名簿 

(３) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 

(４) 経営状況に関する書類 

(５) その他区長が必要と認める書類 

３ 区長は、条例第６条第２項又は第３項の規定により指定管理

者を指定したときは、指定管理者に指定したものに対し、台東

区立台東デザイナーズビレッジ指定管理者指定通知書（第２号

様式）により通知しなければならない。 



別紙４ 

（公募の手続） 

第４条 区長は、条例第１０条第３項に規定する公募を行うとき

は、台東区の広報紙等により、入居者の資格、利用料金、申込

期間その他必要な事項を公告するものとする。 

（利用の申請） 

第５条 事務所を利用しようとする者は、台東区立台東デザイナ

ーズビレッジ利用申請書（第３号様式）により区長に申請しな

ければならない。 

２ 区長は、前項に規定する利用の申請をした者（以下「入居申

込者」という。）に対して事業計画書その他必要と認める書類

の提出を求めることができる。 

（入居予定者等の決定） 

第６条 区長は、入居申込者のうちから選考により入居予定者を

決定するものとする。 

２ 前項の選考は、書類審査及び面接審査により行う。 

３ 区長は、入居予定者を決定するときに、必要と認める数の補

欠者及びその順位を定めることができる。 

４ 区長は、第１項の規定により入居予定者を決定したときは、

入居の可否について速やかに入居申込者に通知しなければなら

ない。この場合において、前項に規定する補欠者がいるときは、

併せて補欠登録の通知をするものとする。 

５ 区長は、入居予定者として決定された者が入居手続をしない

ときは、第３項の補欠者のうちから補欠登録順位に従い入居予

定者を決定することができる。 

（保証金） 
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第７条 条例第１２条に規定する保証金は、入居者が事務所を返

還する際にこれを還付する。ただし、未納の利用料金、共益費

又は原状回復に要する費用等があるときは、保証金のうちから

これを控除する。 

２ 保証金の額が前項ただし書に規定する控除すべき額に満たな

いときは、入居者は直ちにその不足額を納付しなければならな

い。 

３ 保証金には、利子を付さない。 

（利用承認） 

第８条 区長は、条例第１３条の規定により事務所の利用を承認

したときは、台東区立台東デザイナーズビレッジ利用承認書（第

４号様式。以下「利用承認書」という。）を入居予定者に交付

するものとする。 

（届出義務） 

第９条 前条の規定により利用承認書の交付を受けた者は、台東

区立台東デザイナーズビレッジ利用届（第５号様式。以下「利

用届」という。）を区長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する利用届に記載された事項に変更があったとき

は、台東区立台東デザイナーズビレッジ利用届記載事項変更届

（第６号様式）を区長に提出しなければならない。 

（利用期間） 

第１０条 条例第１４条ただし書の規定により事務所の利用期間

の延長を希望する入居者は、利用期間の満了する日の６月前ま

でに、台東区立台東デザイナーズビレッジ利用期間延長承認申

請書（第７号様式）により区長に申請しなければならない。 
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２ 区長は、前項に規定する申請があったときは、その可否を決

定し、台東区立台東デザイナーズビレッジ利用期間延長承認・

不承認決定通知書（第８号様式）により申請者に通知するもの

とする。 

（利用料金） 

第１１条 指定管理者は、利用承認の日から条例第１５条に規定

する利用料金を徴収する。 

２ 前項に規定する日又は事務所を返還した日が月の中途である

ときの当該月の利用料金は、１月を３０日として日割計算した

額とする。この場合において、計算した額に１００円未満の端

数が生じたときは、これを切り上げる。 

３ 利用料金は、毎月指定管理者が定める期間内にその月分を納

付しなければならない。ただし、その日が金融機関の休業日に

当たる場合は、当該日後の直近の金融機関の営業日までに納付

するものとする。 

（共益費） 

第１２条 条例第１６条に規定する共益費の納付については、前

条の規定を準用する。 

（利用料金及び共益費の還付） 

第１３条 条例第１７条ただし書に規定する特別の理由とは、次

の各号に掲げる場合とし、還付する額は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 入居者の責めに帰さない事由により事務所を利用するこ

とができなくなったとき 当該利用することができなかった

期間に相当する利用料金及び共益費の額 
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(２) 条例第２２条第３号の規定により事務所の利用の承認を

取り消され、又は停止されたとき 当該利用することができ

なかった期間に相当する利用料金及び共益費の額 

(３) 前２号のほか、指定管理者が特に必要があると認めると

き 指定管理者が区長の承認を得て定める額 

２ 利用料金及び共益費の還付を受けようとする者は、台東区立

台東デザイナーズビレッジ利用料金等還付申請書（第９号様式）

により指定管理者に申請しなければならない。 

（入居者の費用負担） 

第１４条 条例第１８条第２号に規定する入居者に負担させるこ

とが適当と認められる費用は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 事務所内で発生する廃棄物の処理に要する費用 

(２) 前号のほか、事務所の利用により生じる費用で入居者に

負担させることが適当と指定管理者が認めるもの 

（工作許可等） 

第１５条 入居者は、条例第２０条第２項ただし書に規定する許

可を受けようとするときは、台東区立台東デザイナーズビレッ

ジ工作許可申請書（第１０号様式）により区長に申請しなけれ

ばならない。 

２ 区長は、前項に規定する申請があったときは、その可否を決

定し、台東区立台東デザイナーズビレッジ工作許可・不許可決

定通知書（第１１号様式）により申請者に通知するものとする。 

３ 前項の規定による許可を受けて施設に工作を加えた入居者は、

事務所を返還しようとする日（条例第２２条の規定により事務

所の利用を取り消された場合にあっては、区長が指定する日）
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までに施設を自己の費用で原状に回復しなければならない。 

（利用停止届） 

第１６条 入居者は、２週間以上事務所を利用しないときは、条

例第２０条第３項の規定により、事前に台東区立台東デザイナ

ーズビレッジ利用停止届（第１２号様式）を区長に提出しなけ

ればならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

（事務所の返還） 

第１７条 条例第２１条に規定する届出は、台東区立台東デザイ

ナーズビレッジ事務所返還届（第１３号様式。以下「事務所返

還届」という。）によるものとする。 

２ 入居者は、事務所を返還しようとする日の１月前までに事務

所返還届を区長に提出しなければならない。 

３ 入居者の責めに帰すべき事由により事務所の修繕等が必要と

なったときは、入居者は、事務所を返還しようとする日までに

自己の費用で修繕等を行い、原状に回復しなければならない。 

（利用承認の取消し等） 

第１８条 区長は、条例第２２条の規定により事務所の利用の承

認を取り消すときは台東区立台東デザイナーズビレッジ利用承

認取消通知書（第１４号様式）により、利用の承認を停止する

ときは台東区立台東デザイナーズビレッジ利用承認停止通知書

（第１５号様式）により通知するものとする。 

２ 事務所の利用を取り消された入居者は、区長が指定する日ま

でに事務所を返還しなければならない。 

３ 前条第３項の規定は、前項の規定により事務所を返還する場

合について準用する。この場合において、同条第３項中「事務
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所を返還しようとする日」とあるのは、「区長が指定する日」

と読み替えるものとする。 

（委 任） 

第１９条 この規則の施行について必要な事項は、区長が別に定

める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、条例の施行の日から施行する。ただし、次項及

び付則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ この規則による改正後の東京都台東区立台東デザイナーズビ

レッジ条例施行規則（以下「新規則」という。）第３条の規定に

よる指定管理者の指定の手続に関する行為は、この規則の施行

の日前においても行うことができる。 

３ 新規則第５条の規定による事務所の利用の申請その他利用の

ために必要な準備行為は、この規則の施行の日前においても行

うことができる。 


